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－ �地域推進計画（域内
のCO2削減量）

�自主行動計画
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CO2削減目標に関する全体像

各主体のCO2削減目標の整理

� 京都議定書に基づき策定された、地球温暖化対策の推進に関する法律によ
り、国、地方自治体、事業者等の責任と目標を規定

� 地方自治体には、自らのCO2削減量の計画策定を義務付け

地球温暖化対策の推進

に関する法律
京都議定書

国 地方自治体 民間事業者

�京都議定書目標達
成計画

�実行計画、各府省
実施計画

�実行計画（自らの
CO2削減量）

－

国、地方自治体、事業者のそれぞれの責任と目標を規定

目
標

策定
義務

策定
任意
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地方自治体の環境への取組みの変遷

� 地方自治体の「自らのCO2削減」への取組み
– 「モノ」から「モノ＋サービス」の導入による、一層のCO2削減と投資コスト低減
⇒【先進事例】更なるコスト低減として、削減効果の歳入への転化（排出権取引）

� 地方自治体の「域内企業のCO2削減」への取組み
– 域内企業に対するCO2削減に関する各種制度の整備
⇒ 【先進事例】 CO2削減促進のインセンティブとして、CO2排出権取引の支援

策定任意

�地域推進計画（域内のCO2削
減量）

地方自治体のCO2削減目
標

策定義務

�実行計画（自らのCO2削減
量）

Step1-3
CO2削減分
を売る

Step1-1
モノの導入

Step1-2
モノ＋サー
ビス導入

Step2-1
域内企業に対する制度の整備

Step2-2
CO2削減
分を売る支
援

CO2削減への取組みの変遷
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自らのCO2削減への取組み例
Step1-3Step1-1 Step1-2

再利用施設の構築

� バイオマス発電によるグリーン電
力証書の取得・売却

� 焼却灰の建設資材への転用

� 廃油を活用したバイオディーゼル
燃料の精製

� 廃木材のガス化メタノール事業

� （学校給食・家庭）生ごみを利用し
た発電

� 下水処理場から排出されるバイオ
ガスによるバスの運行

運輸・交通

� フォークリフト、バス車両にハイブ
リッド型を採用

ESCO事業の推進
� がんセンター、市民病院、庁舎、大学でのESCO事業

ESCO事業とは
省エネルギー改修経費を、コスト削減分で賄う事業

（新たな自治体の財政負担が生じる事がなく、施設

の省エネ化を実施）

モノの導入 モノ+サービスの導入
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出所：「帯広市HP」を基にDTC作成

光熱水費

顧客の利益

ESCO事業費

光熱水費 光熱水費

顧客の利益

ESCO事業前 ESCO事業中 契約終了後

ESCO事業者
が保証



© 2009 Deloitte Tohmatsu Consulting Co., Ltd.  All rights reserved.6

域内のCO2削減への取組み例
Step2-2Step2-1

企業からの計画書提出

� 温室効果ガス排出量一定以上の企
業の環境対策の計画書を認証

� 企業とCO2削減マニフェストを締結

� 計画内容と経過報告の公表

域内企業に対する制度の整備

企業への規制整備

� 独自の排ガス規制を実施

� 運輸部門での一定割合の環境車
保有の義務付け
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CO2削減への先進取組み：排出権取引
� 現在の排出権取引市場は、「クレジット購入の自由度」と「自主行動計画への
反映可否」により、以下の通り整理される

� 地方自治体が民間企業の自主行動計画へ関与できる市場は、「国内クレ
ジット制度」のみ

排出権

取引市場

クレジット購入の自由度

自
主
行
動
計
画
へ
の
反
映
可
否

反
映
可
能

反
映
不
可

購入は限定的（制度参加者のみ） フリーに購入可能

� 試行排出量取引スキーム

� JVETS

� 国内クレジット

� 東京都排出枠

� 京都クレジット

� VER

� グリーン電力証書

� 森林吸収証書制度

� J-VER

� グリーン熱証書

地方自治体が参加可能

出所：環境ビジネス2009年9月号を基にDTC作成
地方自治体の環境への取組み状況と国内クレジット制度拡大の要点
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制度拡大の要点
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国内クレジット制度活用のメリット

�補助金を受けた上で、本制度の活用により当該クレ
ジット分の金銭上の収入を得ることが可能

※ただし、CO2排出削減設備投資に補助金が交付された場
合には、設備投資に対する補助金の割合分だけ排出権クレ

ジットが差し引かれる

�削減したCO2を自主削減目標に充当できると同時に、
国内クレジット制度の有効利用を通じて、当該クレ

ジット分の金銭上の収入を得ることが可能
CO2削減実績と
排出権売却収入の
ダブルの恩恵

補助金との併用が
可能

地方自治体の環境への取組み状況と国内クレジット制度拡大の要点
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国内クレジット制度活用事例

協
働
（共
同
）事
業

排出削減量の認証

帯広市
（自主行動計画
非参加企業）

排出削減事業

北海道電力（株）
（自主行動計画
参加企業）

こ

国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト

資
金
・技
術

国内クレジット
認証委員会

自主行動計画
の目標達成に
活用

排出削減事業のイメージ 排出削減事業の概要

出所：経済産業省「排出削減事業計画（帯広市)」出所：経済産業省「国内クレジット制度について」を基に
DTCで一部加工

�排出削減事業を実施する事業所

�帯広市役所本庁舎

�とかちプラザ（市営文化施設）

�排出削減共同実施者

�北海道電力株式会社

�CO2排出量の削減方法（ESCO事業）
�空調設備

�空調設備の運転制御

�インバータ制御導入

�照明設備

�高効率安定器への更新

�高輝度誘導灯への更新

地方自治体の環境への取組み状況と国内クレジット制度拡大の要点
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国内クレジット制度活用におけるポイント

� CO2削減に関する方法論の申請・承認

�事業計画の策定・承認

�実績報告書の取り纏め・承認

�国内クレディット売却先企業とのマッチング

手続き負荷の

軽減

共同実施者の

マッチング

�施設、設備を導入する主管部局への認知

認知の拡大

地方自治体の環境への取組み状況と国内クレジット制度拡大の要点
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